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連 結 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

当社グループは研究開発費用が先行して計上されることから、前連結会計年度において、営業損失

2,648,637千円、経常損失1,900,344千円、親会社株主に帰属する当期純損失2,012,615千円及び営業

キャッシュ・フローのマイナスを計上しております。また、当連結会計年度においても、営業損失

2,736,647千円、経常損失1,807,067千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,894,757千円及び営業

キャッシュ・フローのマイナスを計上しております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような状況が存在していると認識しております。

今後、当社グループは当該状況をいち早く解消し経営基盤の安定化を実現するために、以下の改善

策に取り組んでまいります。

(1)事業収益拡大とコスト削減

事業収益の確保に向け当社グループは、当社製品である止血材について欧州では2019年６月に

FUJIFILM Europe B.V.と欧州全域をカバーする販売提携を実施しております。また、止血材と粘膜隆

起材(TDM-641)に関しては、国内において販売権許諾契約を締結し、製造販売承認の取得に伴いマイ

ルストーンペイメントの獲得を見込んでおりました。しかしながら、止血材については扶桑薬品工業

株式会社から独占販売権許諾契約についての契約解除通知を受領し、その解除について合意しまし

た。また、粘膜隆起材(TDM-641)に関しましても国内における販売権許諾契約を併せて合意解除いた

しました。そのため、まずは直販による国内販売体制を確立し、早期に販売実績を挙げると同時に、

新たな販売パートナーを獲得すべく活動を進め、マイルストーン及び販売への影響を最小化するため

に努力してまいります。さらに、欧州で止血材や次世代止血材、米国で癒着防止材等の各パイプライ

ンの販売権許諾やライセンス付与を進めてまいります。

コスト面では、2021年５月に欧州にて、11月には日本において、滅菌方法の変更が承認されたこと

に伴い、製造原価の大幅な低減を見込んでおります。また、2021年12月より、ドイツの新たな製造委

託先において製造も開始されました。今後もスケール・アップを含む製造方法の継続的な見直し、ま

た、原材料であるペプチド自体の仕入価額の低減等による製品原価の低減に努めてまいります。

研究開発に関しては、臨床試験を必要としない、もしくは最小規模で実施できる等、グローバルで

見て最も有利な市場を選びながらコストと時間の最小化に努めております。一般管理費においても、

業務効率化による諸経費の削減やグローバルで経費のコントロール機能の強化等にも注力することで

費用を圧縮し、収益構造の改善に努めてまいります。

(2)資金調達

当社グループの研究開発及び事業運営を進めるための十分な資金確保に向けて、米国においてバイ

オ業界への投資に多くの実績を有する投資ファンドのハイツ・キャピタル・マネジメント・インクに

対し、2021年８月に第４回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第30回新株予約権を発行し、2022

年４月に第５回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第31回新株予約権を発行しました。これによ

り、当連結会計年度において、第４回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行並びに第30回新株予

約権の発行及び全ての権利行使により2,298,805千円、第５回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第31回新株予約権の発行により1,771,928千円、また既発行分の第27回新株予約権の残り全ての権

利行使により619,500千円を調達することができております。今後、既発行分の第25回新株予約権、

第28回新株予約権及び第31回新株予約権も順調に行使が進むものと考えております。また、これ以降

につきましても十分な資金を確保するために必要な資金調達を計画してまいります。
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しかしながら、「(1)事業収益拡大とコスト削減」については製品販売の拡大、契約一時金等の獲

得、収益構造の改善が想定どおりに進まないリスクがあり、「(2)資金調達」については株価の下落等

により当初想定した資金調達額を確保できないリスクがあります。

これらのリスクのため研究開発及び事業運営のための十分な資金が確保できない可能性があり不確

実性があるため、現時点において継続企業の前提に重要な不確実性が認められます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を連結計算書類には反映しておりません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数 ９社

連結子会社の名称 3-D Matrix,Inc.

3-D Matrix Europe SAS.

3-D Matrix Asia Pte. Ltd.

3-D Matrix Da America Latina Representação Comercial Ltda.

3-D Matrix (Beijing) Biotechnology Co.,Ltd

3-D Matrix Medical Technology Limited

3-D Matrix EMEA B.V.

3-D Matrix UK Limited

3-D Matrix Medical Technology Pty Ltd

２．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、3-D Matrix Da America Latina Representação Comercial Ltda.、3-D Matrix

(Beijing) Biotechnology Co.,Ltdの決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たって、これらの会社については連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く計算書類を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致

しております。

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産

製品、原材料、貯蔵品……移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定しております）

仕掛品………………………個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定しております）

(2) 重要な減価償却固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）………建物及び構築物並びに工具、器具及び備品について

は定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物は定額法）によっておりま

す。また、機械装置及び運搬具については定額法に
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よっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～15年

機械装置及び運搬具 ８年

工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法によっております。

③ リース資産……………………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によっております。

④ 長期前払費用…………………………………定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費……………………支出時に全額費用として処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(5) 収益及び費用の計上基準

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしております。主な履行義務の内容及び収益を認識する

時点は以下のとおりであります。

製品の販売（日本・ドイツ・オランダ・オーストラリア他）については製品の引渡時点において

顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足されたと判断していることから、製品の引渡

時点で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品・値引及び割戻等を控除した金額で

測定しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており

ません。

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用についても同様に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。
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会計方針の変更に関する注記

収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし

ております。

これにより、従来は販売手数料等の顧客に支払われる対価を販売費及び一般管理費に計上してお

りましたが、これら顧客に支払われる対価は売上高から控除することに変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用す

ることとしております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度

の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど全ての収益の額を認識した契約に、新たな会計

方針を遡及適用しておりません。

この結果、当連結会計年度の売上高と販売費及び一般管理費はそれぞれ15,482千円減少し、売上

総利益が同額減少しておりますが、営業損益以下の各段階損益に与える影響はありません。また、

利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま

す。

会計上の見積りに関する注記

棚卸資産

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 1,801,170千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産の評価方法は、原則として取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、連結会計年度末

における正味売却価額が取得原価よりも下回っている場合には、当該正味売却価額をもって連結貸

借対照表価額としております。

当該見積りについては、実勢販売価額等に基づき正味売却価額を算定しておりますが、将来の不

確実な経済条件の変動等により影響を受ける場合があり、見積りと異なった場合には、翌連結会計

年度以降の連結計算書類において、棚卸資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 230,501千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
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連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは、当連結会計年度におきまして、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

（単位：千円）

用途 種類 場所 減損損失

事業用資産

附属設備 日本 214

工具、器具及び備品
日本、アメリカ、フランス、
シンガポール、イギリス

6,241

特許実施権、特許権、
長期前払費用

日本、アメリカ 85,783

(注１) 減損損失の認識に至った経緯
当社グループは、当初の中期経営計画に基づき事業を遂行する過程で、今後の収益見通
しを見直した結果、当該事業用資産につき減損処理を行うこととし、減損損失として特
別損失に計上しております。

(注２) グルーピングの方法
当社グループは、事業用資産については、事業遂行の過程で相互に関連することから、
全体を一つの資産グループと見做しております。

(注３) 回収可能価額の見積り方法
当資産グループの回収可能価額について、事業用資産は使用価値により測定しており、
将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、零としております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 55,131,375株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

普通株式 17,534,707株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、第三者割当及び公募等による増

資並びに銀行借入及び転換社債型新株予約権付社債により資金を調達しております。増資並びに銀

行借入及び転換社債型新株予約権付社債により調達した資金の使途は主に研究開発資金及び事業運

営資金であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。また、敷金は、主にオフィ

スの賃借に伴うものであり、取引先の信用リスクに晒されております。

営業債務である未払金及び銀行借入である短期借入金は、１年以内の支払期日であり、資金調達
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に係る流動性リスクに晒されております。未払金の一部には外貨建のものがあり、為替の変動リス

クに晒されております。転換社債型新株予約権付社債は、事業活動拡大への対応に係る資金調達で

あります。一部については有利子でありますが固定金利であり、金利の変動リスクには晒されてお

りません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引先ごとに回収期日及び残高を管理しております。また、当社は、営業債務及び借

入について管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を当社の研究開

発費、販売費及び一般管理費の12ヶ月分相当に維持すること等により、流動性リスクを管理してお

ります。当社グループの主要取引先は世界各国にあり、その取引価格は、外貨建のもの及び円建価

格のものが存在しております。外貨建の取引については、当社が為替の影響を受けることとなって

おり、一方、円建価格の取引については当社の取引先が為替の影響を受けることとなっておりま

す。敷金については、賃借契約に際し、取引先の信用状況の把握に努めております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2022年４月30日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、重要性が乏しいと認められるものは含めておらず、また、現金は

注記を省略しております。預金、売掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

転換社債型新株予約権付社債 3,265,093 3,219,685 △45,407

（注）１.転換社債型新株予約権付社債の連結決算日後の償還期限の総額
（単位：千円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

400,000 ― 700,000 400,000 1,765,093

(注) 第４回無担保転換社債型新株予約権付社債800,000千円のうち、当連結会計年度末後から
2022年６月７日までに400,000千円の新株予約権の権利行使が行われているため、「１年以
内」の金額が400,000千円、「３年超４年以内」の金額が400,000千円となっております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
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がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

転換社債型新株予約権付社債 ― 3,219,685 ― 3,219,685

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

転換社債型新株予約権付社債

元利金の合計額と償還期限までの残存期間及び当社の信用リスクを加味した利率による

割引現在価値法により時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

日本 ドイツ オランダ オーストラリア その他
外部顧客への
売上高合計

108,424 210,738 404,652 510,430 271,984 1,506,230

(注) 事業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 17円 84銭

１株当たり当期純損失金額 37円 20銭

重要な後発事象に関する注記

新株予約権の権利行使

当社が発行した「第４回無担保転換社債型新株予約権付社債」について、当連結会計年度末後から

2022年６月７日までに権利行使が行われており、その概要は以下のとおりであります。

1. 新株予約権の行使個数 20個

2. 発行した株式の種類及び株式数

（2022年４月30日現在の発行済株式総数の2.8％）

普通株式 1,593,625株

3. 資本金の増加額 200,000千円

4. 資本準備金の増加額 200,000千円
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個 別 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

当社グループは研究開発費用が先行して計上されることから、前事業年度において、営業損失

1,400,311千円、経常損失727,413千円及び当期純損失2,698,545千円及び営業キャッシュ・フローの

マイナスを計上しております。また、当事業年度においても、営業損失871,114千円、経常損失

43,579千円、当期純損失2,299,742千円及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しております。

これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると認識しておりま

す。

今後、当社グループは当該状況をいち早く解消し経営基盤の安定化を実現するために、以下の改善

策に取り組んでまいります。

(1)事業収益拡大とコスト削減

事業収益の確保に向け当社グループは、当社製品である止血材について欧州では2019年６月に

FUJIFILM Europe B.V.と欧州全域をカバーする販売提携を実施しております。また、止血材と粘膜隆

起材(TDM-641)に関しては、国内において販売権許諾契約を締結し、製造販売承認の取得に伴いマイ

ルストーンペイメントの獲得を見込んでおりました。しかしながら、止血材については扶桑薬品工業

株式会社から独占販売権許諾契約についての契約解除通知を受領し、その解除について合意しまし

た。また、粘膜隆起材(TDM-641)に関しましても国内における販売権許諾契約を併せて合意解除いた

しました。そのため、まずは直販による国内販売体制を確立し、早期に販売実績を挙げると同時に、

新たな販売パートナーを獲得すべく活動を進め、マイルストーン及び販売への影響を最小化するため

に努力してまいります。さらに、欧州で止血材や次世代止血材、米国で癒着防止材等の各パイプライ

ンの販売権許諾やライセンス付与を進めてまいります。

コスト面では、2021年５月に欧州にて、11月には日本において、滅菌方法の変更が承認されたこと

に伴い、製造原価の大幅な低減を見込んでおります。また、2021年12月より、ドイツの新たな製造委

託先において製造も開始されました。今後もスケール・アップを含む製造方法の継続的な見直し、ま

た、原材料であるペプチド自体の仕入価額の低減等による製品原価の低減に努めてまいります。

研究開発に関しては、臨床試験を必要としない、もしくは最小規模で実施できる等、グローバルで

見て最も有利な市場を選びながらコストと時間の最小化に努めております。一般管理費においても、

業務効率化による諸経費の削減やグローバルで経費のコントロール機能の強化等にも注力することで

費用を圧縮し、収益構造の改善に努めてまいります。

(2)資金調達

当社グループの研究開発及び事業運営を進めるための十分な資金確保に向けて、米国においてバイ

オ業界への投資に多くの実績を有する投資ファンドのハイツ・キャピタル・マネジメント・インクに

対し、2021年８月に第４回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第30回新株予約権を発行し、2022

年４月に第５回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第31回新株予約権を発行しました。これによ

り、当連結会計年度において、第４回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行並びに第30回新株予

約権の発行及び全ての権利行使により2,298,805千円、第５回無担保転換社債型新株予約権付社債及

び第31回新株予約権の発行により1,771,928千円、また既発行分の第27回新株予約権の残り全ての権

利行使により619,500千円を調達することができております。今後、既発行分の第25回新株予約権、

第28回新株予約権及び第31回新株予約権も順調に行使が進むものと考えております。また、これ以降

につきましても十分な資金を確保するために必要な資金調達を計画してまいります。
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しかしながら、「(1)事業収益拡大とコスト削減」については製品販売の拡大、契約一時金等の獲

得、収益構造の改善が想定どおりに進まないリスクがあり、「(2)資金調達」については株価の下落等

により当初想定した資金調達額を確保できないリスクがあります。

これらのリスクのため研究開発及び事業運営のための十分な資金が確保できない可能性があり不確

実性があるため、現時点において継続企業の前提に重要な不確実性が認められます。

なお、計算書類等は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

計算書類等には反映しておりません。

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、貯蔵品………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定しておりま

す）

仕掛品…………………………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定しております）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）……建物並びに工具、器具及び備品については、定率法（た

だし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物は定額法）によっております。また、機械及び装

置については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～15年

機械及び装置 ８年

工具、器具及び備品 ４年～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産…………………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法によっております。

(4) 長期前払費用………………………………定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費…………………支出時に全額費用として処理しております。

４．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
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外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨により換算し、換算差額は損益として

処理しております。

会計方針の変更に関する注記

収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用することと

しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前

までに従前の取扱いに従ってほとんど全ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適

用しておりません。

この結果、計算書類に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響はあり

ません。

時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

会計上の見積りに関する注記

棚卸資産

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 601,803千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産の評価方法は、原則として取得原価をもって貸借対照表価額とし、事業年度末における

正味売却価額が取得原価よりも下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額

としております。

当該見積りについては、実勢販売価額等に基づき正味売却価額を算定しておりますが、将来の不

確実な経済条件の変動等により影響を受ける場合があり、見積りと異なった場合には、翌事業年度

以降の計算書類において、棚卸資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 132,470千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 5,116,729千円

短期金銭債務 1,407,635千円

損益計算書に関する注記
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１．関係会社との取引高

売上高 2,025,078千円

仕入高 460,288千円

研究開発費 463,229千円

２．特別損失

子会社への債権等に対し、貸倒引当金繰入額 2,175,279千円を計上しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 246株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金、貸倒引当金、関係会社株式評価損、減損損失、株式報

酬費用であります。なお、全額評価性引当額を計上しております。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：千円）

属 性
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社

3-D
Matrix,
Inc.

所有
直接100％

研究開発等
の委託
資金の貸付
製品の販売
役員の兼任

研究開発等
の委託
(注１)

資金の貸付
(注２)

当社製品の
販売
(注３)

137,880

559,336

30,876

前渡金
未払金

短期貸付金
長期貸付金
(注４)
売掛金
(注４)

23,967
34,400

1,578,719
907,408

99,413

3-D
Matrix
Europe
SAS.

所有
直接100％

資金の貸付
製品の販売
商品の仕入
研究開発等
の委託
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

当社製品の
販売
(注３)

商品の仕入
(注３)

研究開発等
の委託
(注１)

515,024

1,496,590

460,288

325,349

短期貸付金
(注４）
売掛金
(注４）

買掛金

未払金

3,463,661

4,213,840

1,029,576

342,335

3-D
Matrix
Asia
Pte. Ltd.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

123,612 短期貸付金
(注４）

1,314,480

3-D
Matrix
Medical
Technology
Pty Ltd

所有
間接100％

製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売
(注３)

497,611 売掛金
(注４）

732,278

3-D
Matrix
EMEA B.V.

所有
直接100%

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注２）

― 短期貸付金
(注４）

156,112

3-D
Matrix
UK
Limited.

所有
間接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

―
短期貸付金
(注４）

58,167

3-D
Matrix
Medical
Technology
Limited.

所有
間接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

55,020 短期貸付金
(注４）

202,310

3-D
Matrix Da
America
Latina
Representação
Comercial
Ltda.

所有
直接99.9％
間接 0.1％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

9,794 短期貸付金
（注４）

160,108
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取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 研究開発等委託の取引条件については、市場実勢を勘案して金額等を決定しております。
(注２) 資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け

入れておりません。
(注３) 製品の販売及び商品の仕入については、市場価格、総原価を勘案して決定しております。
(注４) 子会社への債権等に対して、9,396,680千円の貸倒引当金を計上しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 23円 82銭

１株当たり当期純損失金額 45円 15銭

重要な後発事象に関する注記

新株予約権の権利行使

当社が発行した「第４回無担保転換社債型新株予約権付社債」について、当事業年度末後から2022

年６月７日までに権利行使が行われており、その概要は以下のとおりであります。

1. 新株予約権の行使個数 20個

2. 発行した株式の種類及び株式数

（2022年４月30日現在の発行済株式総数の2.8％）

普通株式 1,593,625株

3. 資本金の増加額 200,000千円

4. 資本準備金の増加額 200,000千円
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